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第４章 施策の展開 

基本目標１：地域包括ケアシステムの深化・推進 

 

 

 

 

（１）地域包括支援センターの機能強化 

○地域包括ケアシステム構築に向けた中核的な機関である地域包括支援センターについて、適正

な人員配置に努めるとともに、職員の資質向上のため、所内カンファレンスにおける事例検討

や介護予防プランの勉強会を開催します。 

○地域包括支援センターの認知度向上を図るため、引き続き市ホームページやチラシ等を活用し

た広報・周知に努めます。あわせて、アウトリーチによる相談支援、高齢者への支援及び各種

会議を通じた関係機関との連携を推進し、地域支援ネットワークのさらなる強化に取り組みま

す。 

○地域包括支援センター及び総合相談窓口において、適切な相談支援を実施するとともに、関係

機関等との連携を図りながら対応します。また、相談機能の充実に向けて、行政サービスや地

域資源の把握・活用、地域支援ネットワークの機能向上及び相談援助技術の向上に努めます。

さらに、多様な機会や媒体を活用した広報・啓発活動を行い、地域包括支援センターの役割や

相談方法の周知を図ります。 

○介護者を支援するため、地域包括支援センターにおける夜間・休日の相談日を設けるとともに、

電子メールによる相談窓口を設置し、相談支援体制の強化を図ります。また、「海南市地域包括

支援センター及び地域密着型サービス運営委員会」において地域包括支援センターの事業評価

を行い、その評価結果を踏まえた適切な運営に努めます。 

 

（２）生きがいづくりや社会参加の推進 

○高齢者が生きがいを見いだし、積極的に社会に参加することは、介護予防の観点からも重要で

す。高齢者が今まで培ってきた豊富な知識、経験及び技能を生かし、社会における役割を積極

的に担うとともに、活躍の場や機会がさらに広がるよう、社会参加を促進します。また、高齢

者の生きがいづくりや仲間づくり、通いの場づくりなどに関する情報の提供に努めます。 

○各地区公民館等で開催する生きがい教室において、学習活動や世代間交流を通じて、高齢者が

生き生きと楽しく過ごせるよう、継続的に支援します。 

○社会福祉協議会と連携しながら、地域住民の誰もが気軽に参加でき、一人暮らしの高齢者の見

守り・安否確認や地域交流、異世代交流等につながるサロンや地域カフェ等の活動を広く周知

するとともに、活動拠点となる場所の新規開拓を積極的に支援し、集いの場の普及に努めます。 

○老人クラブ活動を支援するため、老人福祉法に基づき、老人クラブ連合会への補助を継続しま
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す。また、高齢者の地域における社会活動を促進するため、生きがいづくりや健康づくりにつ

ながる多様な社会活動を支援します。 

○シルバー人材センターにおける就業機会の提供は、高齢者の社会参加や能力の活用、生きがい

づくりにつながることから、年齢に応じた就業機会の確保や新規会員の募集に向けた取組を支

援します。 

 

（３）介護人材の確保とテクノロジー活用による生産性向上の推進 

○介護現場においては、介護職員をはじめとする多様な専門職も含めた介護人材の不足が大きな

課題となっているため、国の「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基

本的な指針」に基づき、生活支援サービス従事者研修の実施、県と連携した介護職場の労働環

境及び処遇改善に向けた取組、市長会等を通じた国への要望書の提出など、福祉・介護人材の

確保に向けた取組を進めます。 

○介護人材の確保・定着を図るため、介護サービス事業者を対象とした集団指導において、介護

労働者の労働条件の確保・改善に向けたポイントや、従業者のメンタルヘルス対策等について、

継続的に周知・啓発します。 

○公益財団法人介護労働安定センターが実施する「和歌山介護労働市町村連絡会議」等の活用し、

和歌山県内の市町村や介護保険施設等と連携による情報交換・情報収集を通じて、介護人材の

確保に努めるとともに、介護・福祉分野に関する情報発信の取組を進めます。 

○深刻化する人手不足に対応するため、人材の確保・定着に向けた支援に加え、ICT 等の活用に

よる業務効率化や生産性向上の取組を一層推進し、持続可能な介護サービス基盤の構築を図り

ます。 

〇文書負担を軽減するため、関係機関と連携し、標準様式例の基本原則化やデジタルツールの導

入を支援するとともに、その周知・啓発に努めます。 

 

（４）在宅医療と介護の連携の推進 

○住み慣れた生活の場での療養を希望する方やその家族が、安心して在宅医療及び介護を受けら

れるよう、紀美野町と合同で「海南海草在宅医療・介護連携推進会議」を開催し、在宅医療・

介護連携の現状と課題を把握するとともに、対応策等を検討します。 

○「海南海草在宅医療・介護連携サポートセンター」を、地域における医療と介護の連携拠点と

して、事業を実施します。 

○海南海草在宅医療・介護連携推進会議に、救急医療や、在宅医療と介護の連携に関する作業部

会を設置し、課題の解決に向けて、ＰＤＣＡサイクルに沿った取組を進めます。 

○切れ目のない在宅医療・介護提供体制の構築を推進するため、「退院支援ルール」や「海南海草

連携エチケット集」等を活用し、入院時から医療・介護従事者間の情報共有を図るとともに、

円滑な在宅療養への移行を促進します。さらに、主治医と代診医の連携による医療機関間の調

整を進め、急変時や看取り期にも適切に対応できる体制の整備を促進します。 
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○在宅生活中や入院・転院・退院時などの在宅医療・介護に関する相談に、きめ細かく対応しま

す。 

○日常の療養支援については、「介護支援専門員等から医療機関への連絡窓口一覧」を作成し、医

療・介護従事者間において連絡調整が円滑に行えるよう支援するとともに、定期的に情報の見

直しを行います。 

○医療・介護関係者を対象とした研修では、グループワーク等を取り入れ、医療職と介護職等が

互いの専門性や役割について理解を深めるとともに、多職種間の「顔の見える関係」のさらな

る構築を推進します。 

○地域住民への普及啓発については、出前講座や講演会を開催し、在宅療養や看取りに関する知

識の普及を図るとともに、市民を対象に、ACP（アドバンス・ケア・プランニング）の普及啓発

を進めます。 
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出典：在宅医療・介護連携推進事業の手引き Ver.３ 

 

（５）介護予防・生活支援サービスの整備 

○訪問介護サービスＡについては、今後も研修会を開催し、生活支援サービスに従事する介護人

材の確保に努めます。 

○生活支援サービスＢについては、有償ボランティア活動を促進するために、人材の確保と利用

者の増加に努めます。 

○通所型及び訪問型短期集中予防サービスＣについては、今後も市民や関係者への周知を図りま

す。短期集中予防サービスＣでは、体力の改善や健康管理の維持・改善に向けた支援が必要な

方を対象に、理学療法士等の専門職が生活機能の向上を目的とした介護予防プログラムを実施

し、歩行、入浴動作、掃除などの日常生活上の行為の改善を目指します。 

○生活行為の改善を目的とする短期集中予防サービスＣについては、運動機能や心身機能の改

善・向上を図る取組として、積極的に取り組みます。 

○生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）と連携し、地域の高齢者支援に関するニー

ズや地域資源の状況を把握するとともに、互助を基本とした生活支援サービス等の創出に取り

組みます。 

○第１層協議体及び第２層協議体を設置するなど、住民主体の話し合いを支援し、地域の課題解

決に向けた実践につなげられるよう取り組みます。 

〇人口減少や少子高齢化が進み、地域のニーズが多様化する中、高齢者自身が地域活動の担い手と

して活動できるよう支援するとともに、住民同士が互いに支え合い、見守り合う取組を支援します。 
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基
本
目
標
１ 

地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
深
化
・
推
進 

基本目標１ ロジックモデル 

主要施策 

(１) 

地域包括支

援センター

の機能強化 

(３) 

介護人材の

確保とテク

ノロジー活

用による生

産性向上の

推進 

(４) 

在宅医療と

介護の連携

の推進 

(５) 

介護予防・

生活支援サ

ービスの整

備 

(２) 

生きがいづ

くりや社会

参加の推進 

アウトプット 

総合相談窓口
の相談件数 

ふれあい・い
きいきサロン
及び地域カフ
ェ数 

老人クラブの
延べ参加者数 

生活支援サー
ビス従事者研
修の参加者数 

所内カンファ
レンス開催数 

多職種研修会
開催数 

在宅医療・介
護に関する普
及啓発講演会
参加者数 

・短期集中予防
サービスＣ利
用者数 

・第２層協議体
の会議開催数 

初期 

アウトカム 

認知度向上や連携強化によ
り、高齢者や家族が早期に
必要な支援に繋がり安心し
て相談できている。 
 

地域包括支援センターを知
っている高齢者の割合 

処遇改善や業務効率化が進
み、介護従事者が負担感少
なく質の高いサービスを提
供し続けられている。 
 
効率化、情報共有、連携向上
等のために ICT機器を導入し
た介護保険サービス事業所
割合 

多職種間のスムーズな連携
により、急変や看取り期も
含め切れ目のない在宅療養
が実現している。 
 
入退院支援において、病院と
の連携がスムーズに行えて
いると感じているケアマネ
ジャーの割合 

専門職やボランティア、地
域住民の支え合いにより、
自立した生活と地域一体で
の安心が確保されている。 
 
家族や友人・知人以外で、何
かあったときに相談する相
手がいない割合 

多様な社会参加の場を通じ
て知識や経験が生かされ、
生きがいを持って元気に暮
らし続けている。 
 
生きがいがある高齢者の割
合 

医療と介護
の両方のニ
ーズを有す
る高齢者が、
自分らしい
暮らしが継
続できるよ
う、多様な機
関・団体等が
連携し、高齢
者の生活を
支える体制
の確保が図
られている。 
 
 
介護が必要に
なった場合、
自宅で介護サ
ービスを受け
ながら介護を
受けたい者の
割合 

中間 

アウトカム 
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サークル活動（シニアエクササイズ）の様子 

基本目標２：介護予防・健康づくりの充実・推進 

 

 

 

 

（１）自主活動や社会とのつながりを重視した地域づくりの支援 

○「わかやまシニアエクササイズ」、「ラジオ体操」、「いきいき百歳体操」等については、教室終

了後も継続して活動できるよう、介護予防自主サークルの立ち上げを支援します。既に活動し

ている自主サークルに対しては、交流会の開催やサークル単位での支援を行い、効果的な活動

を継続できるよう支援します。 

○身近な場所での介護予防の取組を充実させ、ふれあい・いきいきサロン等の自主的な介護予防

活動の継続を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）介護予防の普及・啓発とデータ利活用の推進 

○加齢に伴う心身機能の低下を予防するなど、介護予防に対する意識を高めるため、高齢者が関

心を持って参加できるよう、専門職等と連携し、事業内容を工夫しながら介護予防の普及啓発

に努めます。また、アプリ等を活用した情報発信にも取り組みます。 

○高齢者が心身機能を維持できるように、日常生活に取り入れやすい運動等を取り入れた教室を

開催します。 

○地理的条件等により身近な場所での「通いの場」の開設が困難な場合は、高齢者の送迎を支援

し、誰もが気軽に参加できる体制づくりを推進します。 

○通いの場の参加者の健康状態や満足度を把握・分析し、その効果を検証するとともに、一体的

実施の取組や短期集中予防サービス等との連携を図り、必要に応じて取組内容を改善します。 

○介護予防活動に関わるフレイルサポーター等のボランティアを育成するなど、高齢者が活躍で

きる場の提供に努めます。 

○介護予防の取組を機能強化するため、地域リハビリテーション活動支援事業において、専門職

等と連携しながら地域における様々な活動を支援するとともに、サービス提供者の資質向上を

サークル活動（いきいき百歳体操）の様子 
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図ります。 

○アプリ等を活用し、教室に加えて自宅でも介護予防に取り組めるよう支援します。 

○各種データを活用して地域の健康課題を把握した上で、疾病予防と生活機能の維持を一体的に

推進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）地域ケア会議の充実 

○地域包括ケアシステムの実現に向け、高齢者個人への支援の充実と、それを支える社会基盤の

整備を図るため、地域ケア会議の充実を推進します。 

○地域で暮らす高齢者がいつまでも安心して生活できるよう、医療・介護の専門職等で構成され

る地域ケア推進会議において、情報共有と連携の強化を図ります。あわせて、各部会から提起

された課題について協議・検討し、支援体制の充実につなげます。 

○介護保険の理念である「個人の尊厳の保持」及び「自立支援・重度化防止」の実現に向け、地

域ケア個別会議を開催します。本会議では、多職種協働による個別事例の検討を通じて、ケア

マネジメントの質の向上を図ります。さらに、個別事例の検討を積み重ね、地域課題の把握や

解決策の検討につなげるとともに、関係職員の OJTの場としても活用します。 

 

 

地域リハビリテーション活動支援事業の様子 介護予防教室の様子 
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【地域ケア会議の目的】 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：長寿社会開発センター「地域ケア会議運営マニュアル」 

 

 

 

【地域ケア推進会議】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

個別ケースの 

支援内容の検討 

地域ケア個別会議 

地域の実情に応じて必要と認められる事項 

地域ケア推進会議 

介護支援専門員による

自立支援に資するケア

マネジメントの支援 

地域課題の把握 

地域包括支援ネットワ

ークの構築 

 
 

地
域
で
の
尊
厳
あ
る 

そ
の
人
ら
し
い
生
活
の
継
続 

高
齢
者
個
人
に
対
す
る
支
援
の
充
実 

＋
社
会
基
盤
の
整
備 
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基
本
目
標
２ 

介
護
予
防
・
健
康
づ
く
り
の
充
実
・
推
進 

基本目標２ ロジックモデル 

主要施策 

(１) 

自主活動や

社会とのつ

ながりを重

視した地域

づくりの支

援 

(３) 

地域ケア会

議の充実 

(２) 

介護予防の

普及・啓発

とデータ利

活用の推進 

アウトプット 

・介護予防自
主活動サー
クル数 

・ふれあい・い
きいきサロ
ン及び地域
カフェ数 

・地域ケア個別
会議で取り扱
った事例検討
数 

・地域ケア推進
会議開催数 

介護予防普及
啓発事業参加
者数 

初期 

アウトカム 

高齢者が自主サークル等で
運動や交流を継続し、社会
とつながりながら健康に暮
らし続けている。 
 
通いの場への参加率 

多職種連携とケアマネジメ
ントの質向上により、高齢
者の自立支援と地域課題の
解決が進む体制が整ってい
る。 
地域ケア個別会議に参加し専
門職からの助言が活用できた
と答えた参加者の割合 

高齢者が主体的に介護予防
に取り組み、専門職や地域
等の支援のもと心身機能や
生活行為を維持・改善して
いる。 
 

要介護認定を受けていない
後期高齢者割合 

高齢者が地

域や専門職

とつながり、

主体的な介

護予防や自

立支援を通

じて心身と

もに健康に

暮らし続け

ている。 

 
健康状態がよ
いと回答した
人の割合 

中間 

アウトカム 
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基本目標３：認知症対策の推進（認知症施策推進計画） 

 

 

 

 

（１）「新しい認知症観」の理解と知識の普及・啓発 

○地域の住民が、認知症になっても希望を持ち、自分らしく暮らし続けられる「新しい認知症観」

を正しく理解し、地域全体で認知症の人を支えていくため、認知症サポーター養成講座を実施し、

認知症の人を支える地域人材の育成に努めます。さらに、キャラバン・メイト会議において、分

かりやすい講座内容を検討するとともに、小・中学校や高等学校など、学校教育の場を含め、受

講対象者の拡大を図ります。また、サポーターを量的に養成するだけでなく、様々な場面で活躍

してもらえるよう、養成講座を修了した人が認知症サポーターステップアップ講座等を受講する

機会を設けます。 

〇認知症市民講演会等を開催し、地域住民に広く啓発するとともに、小学生を対象に「おじいちゃ

ん・おばあちゃんの絵画募集」を実施します。これらの取組を通じて、子どもから大人まで幅広

い世代が、高齢者や認知症について考える機会を創出します。 

〇地域住民が認知症への理解を深め、考える機会を創出するため、世界アルツハイマー月間に合わ

せて認知症啓発イベントを実施します。認知症の本人にも協力いただきながら、「認知症になる

と何もできなくなる」といった偏見や誤解の解消を図り、誰もが自分らしく暮らせる地域づくり

に努めます。 

○認知症の人やその家族が、状態に応じて受けられる支援を具体的にイメージし、今後の見通しが

持てるよう、医療・介護サービス等の支援の流れをまとめた認知症ケアパスの周知と適切な運用

に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）認知症の早期発見・早期治療の推進 

○認知症の早期発見・早期治療の重要性について普及啓発を図ります。また、早期の受診・治療

と適切な支援につなげるため、かかりつけ医、認知症サポート医、地域の専門病院、認知症疾

認知症サポーター養成講座の様子 



11 

患医療センター等の医療機関との連携を図ります。 

○認知症初期集中支援チーム活用し、医療・介護サービスにつながっていない人や、対応に苦慮

しているケースに対して家庭訪問等を実施し、適切な支援やサービスにつながるよう支援しま

す。なお、認知症初期集中支援チームの会議は、月 1回の開催を原則とします。さらに、支援

対象者を早期に把握するため、広報誌やチラシ、認知症サポーター養成講座等の様々な機会を

通じて、チームの機能や相談窓口の周知に努めます。 

 

（３）認知症の人・家族等が地域で安心して暮らせる仕組みづくり 

○認知症になっても地域でいきいきと暮らし続けられるよう、認知症の人や地域住民の声を生か

し、ボランティア活動等の社会参加の促進や社会資源の活用について検討します。これにより、

認知症の人がその人らしく主体的に活動できる施策や取組を推進します。 

○認知症の人やその家族、地域の人、介護専門職等、様々な人が参加し、交流や情報交換を通じ

て認知症への理解を深める場として、「認知症カフェ」の開催を支援するとともに、認知症の人

やその家族等を対象とした交流会を開催します。 

○認知症サポート医をはじめとする関係機関の職員、認知症の人及びその家族が参画する「認知

症支援ネットワーク会議」を開催します。認知症の人とその家族を支える地域資源について検

討するとともに、各資源の相互連携を促進し、より効果的な支援を提供できる体制の強化を図

ります。 

○海南市見守り・安心ネットワークを構成する関係機関との会議を開催し、円滑な運営に努めま

す。また、ネットワークの登録者に SOS見守り二次元コードシールを交付し、行方不明になっ

た人の早期発見・保護に努めます。必要に応じて、適切な医療・福祉サービスにつなぐなど、

認知症の人やその家族への支援に努めます。さらに、事業の周知を図るとともに、地域におけ

る認知症声かけ訓練に取り組み、認知症の人とその家族を支えるための地域づくりに努めます。 

○地域の見守り体制を強化するため、見守り・安心ネットワークの協力機関の拡大に努めます。 

 

【見守り安心ネットワーク組織図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

介護保険事業所（108事業所） JA わかやま（6店舗） 
郵便局（13 店舗） 朝日新聞 ASA海南 
海南保健所 民生児童委員 
海南市社会福祉協議会 布亀株式会社 
オカ株式会社 株式会社ケーエスケー 
関電サービス株式会社 

事前登録 捜索願 

対象者・家族 

海南市役所 海南警察署 

連携 

協力依頼 
FAX により情報
提供し協力依頼 
（見守り支援） 

発見・通報 
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（４）認知症の人に対する支援体制の強化 

○認知症地域支援推進員を配置し、医療機関、地域包括支援センター、介護サービス事業所、関

係団体及び地域住民との連携を推進することで、認知症の人やその家族を支える地域の支援体

制を強化します。あわせて、認知症ケアに携わる多職種を対象とした協働研修等を実施し、支

援の質の向上に努めます。 

○若年性認知症については、和歌山県の取組と連携し、本人や家族が適切な支援を受けられるよ

う、普及啓発や相談支援を実施します。 

○認知症サポーターがチームを編成し、認知症の人とその家族の見守り・支援を行う「チームオ

レンジ」の活動を促進します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

認知症ケア多職種研修の様子 

安心声かけ訓練の様子 見守り・安心ステッカー 
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基
本
目
標
３ 

認
知
症
対
策
の
推
進
（
認
知
症
施
策
推
進
計
画
） 

基本目標３ ロジックモデル 

主要施策 

(１) 

「新しい認

知症観」の

理解と知識

の普及・啓

発 

(３) 

認 知 症 の

人・家族等

が地域で安

心して暮ら

せる仕組み

づくり 

(４) 

認知症の人

に対する支

援体制の強

化 

(２) 

認知症の早

期発見・早

期治療の推

進 

アウトプット 

認知症サポー
ター養成講座
開催数 

認知症初期集
中支援チーム
での対応件数 

SOS ネットワ
ーク会議数 

認知症支援ネ
ットワーク会
議数 

認知症サポー
ターステップ
アップ講座数 

認知症ケア向
上研修開催数 

初期 

アウトカム 

住民の認知症に対する正し
い理解が深まっている 
 
認知症サポーター数 

関係機関の連携により地域
全体で支える支援体制がで
きている 
 
・見守り安心ネットワーク登
録者数 
・認知症の人とその家族への
支援について、多職種間で連
携が図られていると感じて
いるケアマネジャーの割合 

早期発見・介入の体制が機
能し、医療や介護が必要な
段階で適切な支援に繋がっ
ている 
 

認知症初期集中支援チーム
の対応件数のうち、医療・介
護サービスへ繋いだ事例の
割合 

認知症の人や家族等が集え
る場所が確保され、地域全
体で見守り支えている 
 

・認知症カフェ参加者数 
・交流会開催回数 

認知症の本

人の意思が

尊重され、地

域の正しい

理解と多層

的な支援の

もとで住み

慣れた地域

での暮らし

を支えるこ

とができて

いる。 

 

自分が認知症
に な っ た 場
合、周りの人
に助けてもら
いながら自宅
での生活を続
けたいと思う
人の割合 

中間 

アウトカム 
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基本目標４：高齢者が安心して暮らせるための環境整備 

 

 

 

 

（１）介護保険サービスの安定供給 

○将来の高齢者人口や介護サービスの利用率の動向、介護サービス事業所を対象とした調査結果

等を総合的に勘案し、今後の介護サービス事業所の計画的な整備方針について検討を進めます。 

○単身世帯や高齢者のみの世帯の増加、居宅要介護者の多様なニーズに柔軟に対応できるよう、

今後創設が検討される新たなサービスを含め、国の動向を注視します。 

 

（２）高齢者虐待の防止 

○高齢者虐待の未然防止に向けて、家庭内における人権尊重の意識を醸成するとともに、認知症

等に関する正しい理解と介護知識の普及啓発を図ります。また、市民及び介護サービス事業者

等を対象に、広報媒体を活用した多様な啓発活動を実施し、早期発見・早期対応につながる地

域ぐるみの相談支援体制の強化を推進します。 

○高齢者虐待の早期発見、虐待を受けた高齢者の保護及び養護者への支援等を推進するため、民

生委員、自治会、介護サービス事業所、医療機関、警察等の関係機関とのネットワークを構築

し、地域における支援体制のさらなる強化を図ります。 

 

（３）成年後見制度利用促進と地域連携ネットワークの深化（成年後見制度利用促

進基本計画） 

○認知症等により判断能力が十分でない方で、親族等による申立てが困難な場合には、老人福祉

法等に基づき、市が親族に代わって成年後見開始の審判の申立てを行うなど、高齢者の権利擁

護に取り組みます。 

今後、後期高齢者の増加に伴い、一人暮らし高齢者や認知症高齢者の増加も見込まれることか

ら、権利擁護の重要性は一層高まると考えられます。そのため、本人が尊厳を保持し、その人

らしい生活を継続できるよう、安心して成年後見制度を利用できる仕組みづくりを進めるとと

もに、制度に対する理解の促進と利用の定着を図ります。 

○権利擁護支援を必要とする人の発見や、早期からの相談・対応につなげるため、相談援助職、

相談支援機関、法律専門職その他の関係団体が連携・協力し、「地域連携ネットワーク」を構築

します。（イメージ図参照） 

 また、本市では、「地域連携ネットワーク」を効果的に機能させ、関係機関の連携を調整する中

核機関として、「権利擁護センター」（以下「センター」という。）を設置し、その運営を海南市

社会福祉協議会に委託します。 
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センターは、個々の事案に円滑に対応するため、本人に身近な関係機関との顔の見える連携を

促進します。関係者が一体となって支援チームを形成し、本人を中心とした包括的な相談支援

を行うことで、権利擁護支援の充実を図ります。 

○センターでは、成年後見制度に関する一般相談及び相談者の状況に応じた個別相談に対応しま

す。 

また、弁護士等の専門職団体による個別相談窓口、地域包括支援センター、障害者相談支援事

業所等の身近な相談窓口と連携し、必要な範囲で情報共有を図りながら、相談者を適切な支援

につなげます。 

○成年後見制度等の利用が必要でありながら相談につながっていない人を早期に発見し、相談支

援につなげるため、地域で日常的に高齢者や障害のある人と接する機会の多いケアマネジャー

等の福祉専門職、民生委員・児童委員等の地域福祉活動関係者を対象に、制度に関する広報・

周知を実施します。 

○後見人が被後見人の状況を踏まえた適切な後見活動を行えるよう、親族後見人に対し、専門職

団体による相談窓口に加え、センターにおいても相談に対応します。 

また、後見人が抱える悩みや課題を早期に相談につなげられるよう、家庭裁判所と連携し、相

談窓口の周知を図ります。 

○成年後見制度利用促進事業として、 

①親族がいない場合や虐待等により、親族等による家庭裁判所への成年後見開始の審判の申立

てが困難な方について、市が親族等に代わって申立てを行う。 

②成年後見開始の審判の申立てに要する費用及び成年後見人等への報酬を助成する。 

これらの取組により、本人の状況や意思を踏まえた適切な身上保護及び財産管理が行われ、本

人の権利と生活が守られるよう支援します。 
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【海南市地域連携ネットワークのイメージ図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）日常生活自立支援事業の推進 

○日常生活を支援するため、社会福祉協議会が実施する日常生活自立支援事業について、福祉サ

ービスの利用援助や日常生活上の金銭管理等の支援内容を周知し、利用を促進します。 

また、認知機能の低下等により、日常生活自立支援事業による支援では対応が難しくなった場

合に、成年後見制度へ円滑に移行できるよう、中核機関との連携を強化します。 

 

（５）頼れる身寄りのない高齢者への支援 

〇親族がいない、または親族がいても疎遠である、遠隔地に居住しているなどの理由により、親族から支

援を受けることが困難な高齢者を対象に、終末期や死後に関する不安の軽減を図ります。本人の意思

を尊重しながら、終活に関する相談や必要な情報提供を行い、安心して自分らしい生活を送ることが

できるよう支援します。 

 

地域協議会
（地域での権利擁護に関する課題を

共有し、解決に向けた協議をする）

自立支援協議会

基幹相談支援センター

ケアマネ会

弁護士会・司法書士会

・社会福祉士会等 地域包括支援センター

民生委員

チームＡ

ケアマネジャー

医療機関

介護サービス

事業者

本人

（認知症高齢者）

後見人等民生委員

家族・親族

チームＢ

本人

（障害者）

医療機関

民生委員

家族・親族

障害福祉サービス

事業者相談支援専門員

後見人等

和歌山県海南市

＜中核機関＞

権利擁護センター
（海南市社会福祉協議会に委託。ネット

ワークを効果的に機能・調整する役割） 連携・支援

家庭裁判所

情報共有
委託

相談

本人・親族・支援者等

権利擁護支援に関する相談を

受け、関係者が一体となった

包括的な支援を提供

包括的な支援
・ネットワークの連携による情報の共有

・個別ケースへの円滑な対応

・後見人への相談対応 等

自治会等

地域関係団体
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（６）高齢者の外出支援サービスの推進 

○高齢化・核家族化の進行に伴い、一人暮らし高齢者や高齢者のみの世帯が増加する中、運転免

許証の返納等によって外出の機会が減少し、閉じこもりや身体・認知機能の低下につながるこ

とが懸念されます。そのため、地域で支え合う仕組みづくりの一つとして、外出支援ボランテ

ィアの発掘・育成に取り組みます。また、外出支援を通じて、介護予防につながる社会参加を

促進し、閉じこもりの防止及び外出機会の確保を図ります。 

 

（７）高齢者の交通安全・防犯対策の推進 

○警察や自動車教習所等の協力を得て、高齢者を対象とした交通安全運動や交通安全教室等を開

催し、交通安全に関する知識の普及と交通安全意識の向上を図ります。 

○犯罪等の未然防止に関する意識の向上を図るとともに、市民が主体となって取り組む地域の防

犯活動の促進を図ります。 

○振り込め詐欺等の消費者被害を防止するため、研修会等の開催や情報提供・啓発を通じて、正

しい知識の普及を図ります。 

 

（８）高齢者福祉サービスの充実 

○ニーズの多様化や後期高齢者人口の増加を踏まえ、サービスの充実を図るとともに、より効果

的かつ効率的なサービスとなるよう、必要に応じて見直しを行います。 

○高齢者本人やその家族に加え、介護支援専門員や医療機関に対しても介護保険外サービスを積

極的に周知し、必要なサービスの利用につなげることで、高齢者の自立した在宅生活を支援し

ます。 

○家族介護用具給付事業については、引き続き地域支援事業として継続しつつ、国の制度改正の

動向を注視しながら第 11 期計画以降で保健福祉事業への移行について検討します。※国の制

度改正 
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【本市における高齢者福祉サービス】 

事業名 事業概要 今後の取組 

緊急通報装置貸与

事業 

65 歳以上の一人暮らしの病弱な方等に、緊急通

報用機器（本体及びペンダント型機器）の貸出を

行うとともに、孤独死等の早期発見にも対応する

ため、人感センサーを設置します。 

引き続き、一人暮らし高

齢者等の緊急事態に備え

たサービスの提供を実施

します。 

配食サービス事業 

おおむね 65 歳以上の一人暮らし高齢者及び高齢

者のみの世帯等で、食事の支度が困難な方に、昼

食を週３回まで宅配し、食生活の改善及び健康の

維持を図るとともに安否確認を行います。 

利用者のニーズ把握を行

うなど、よりニーズに対

応したサービス提供に向

けての検討を行います。 

訪問理髪サービス

事業 

おおむね 65 歳以上の在宅で外出が困難な寝たき

り等の方に対し、訪問理髪を行い、衛生面や健康

の維持を図ります。 

在宅で寝たきり等の理由

により外出が困難な方の

衛生面や健康維持を目的

としたサービスを継続し

ます。 

日常生活用具給付

事業 

おおむね 65 歳以上の低所得で日常生活に支援の

必要な高齢者及び一人暮らし高齢者に対し、日常

生活用具（電磁調理器、火災警報器、自動消火器）

の給付及び老人用電話の貸与を行います。 

ニーズの低い給付物品に

ついては、必要性、有効性

を踏まえ、内容の変更を

検討します。 

老人福祉法による

措置 

総合相談等において、措置の必要性がある環境上

及び経済的理由等により、居宅において養護を受

けることが困難な高齢者の発見に努め、安心した

生活の確保に努めます。 

引き続き、居宅において

養護を受けることが困難

な高齢者の発見に努め、

安心できる生活の確保に

努めます。 

敬老祝金事業 

長寿をお祝いするため、満 88 歳、満 100 歳以上

の高齢者に対して敬老祝金を支給します。また、

満 100歳以上の方には市長が訪問し、お祝いの品

とともに長寿をお祝いします。 

支給対象者や事業内容等

の検討を進めます。 

家族介護用具給付

事業 

要介護認定を受けた常時失禁状態の高齢者を、在

宅で同居して介護する家族を支援するため、給付

要件を満たした方に紙おむつ等の介護用具を給

付します。 

給付対象者の要件を検討

します。 
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（９）地域防災力の向上や感染症対策への支援 

○南海トラフ巨大地震等の大規模災害時においても、支援を必要とする高齢者や障害のある人が

取り残されることのないよう、防災部門と福祉部門が連携します。あわせて、地域住民、事業

者及び行政が平時から協力し、地域全体で支援する仕組みの構築に取り組みます。 

○災害時における避難行動要支援者への支援に活用するため、避難行動要支援者名簿を継続して

作成します。名簿情報の提供に同意した人については、海南市地域防災計画に定めるところに

より、自治会、自主防災組織、民生委員等の避難支援等関係者に名簿情報を提供します。 

また、避難行動要支援者本人の状況を把握し、避難支援や安否確認等に活用するため、本人の

意向を確認しながら個別避難計画の作成を進めます。個別避難計画の作成を通じて、平常時か

らの地域の見守りや日常的な支え合い活動にもつなげます。 

○避難行動要支援者名簿登録制度の周知を強化し、災害時に避難支援を必要とする高齢者等の把

握及び情報の収集・整理を進めます。また、名簿情報を受領していない自治会等との協定締結

を促進し、避難行動要支援者の避難支援体制の確立を図ります。 

〇福祉避難所の確保に努めるとともに、防災訓練において、福祉避難所、避難行動要支援者本人

及び避難支援者等の協力を得ながら、災害時における福祉避難所の開設、避難者の受入れ及び

支援の流れを確認します。 

○福祉避難所と連携し、防災訓練における情報連携訓練や、介護サービス事業所等の防災体制の

確認・啓発を通じて、介護サービス事業所における災害時の支援体制の強化を図ります。 

○感染症対策については、保健所をはじめとする関係機関と連携し、必要な対策を講じます。 

また、市が所管する介護サービス事業所等に対しては、厚生労働省が策定した「介護現場にお

ける感染対策の手引き」に基づき、衛生管理に関する指導や必要な情報提供を行います。 
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基
本
目
標
４ 

高
齢
者
が
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
た
め
の
環
境
整
備 

基本目標４ ロジックモデル 

主要施策 

(１) 

介護保険サ

ービスの安

定供給 

(３) 
成年後見制度利
用促進と地域連
携ネットワーク
の深化（成年後見制

度利用促進基本計画） 

(４) 

日常生活自

立支援事業

の推進 

(５) 

頼れる身寄

りのない高

齢者への支

援 

(２) 

高齢者虐待

の防止 

(６) 

高齢者の外

出支援サー

ビスの推進 

(７) 

高齢者の交

通安全・防

犯対策の推

進 

(８) 

高齢者福祉

サービスの

充実 

(９) 

地域防災力

の向上や感

染症対策へ

の支援 

アウトプット 

老人福祉法に
よる措置数 

成年後見報酬
助成数 

日常生活自立
支援事業数 

終活に関する
相談数 

高齢者虐待に
関する相談件
数 

ボランティア
による外出支
援サービスの
利用者数 

交通安全教室
の実施数 

消費者被害に
関する研修会
数 

避難行動要支
援者名簿自治
会等との協定
数 
 

日常生活用具
給付事業数 

権利擁護セン
ターの相談件
数 

初期 

アウトカム 

多様化する居宅ニーズに応
じたサービス基盤が確保さ
れ、必要な介護サービスを
安定して利用できている。 
 

要介護３以上の者のうち、在
宅サービス利用者の割合 

地域・福祉の連携により、災
害や感染症の発生時でも高
齢者の安全と支援が確保さ
れている。 
 
高齢者の避難行動要支援者
に係る個別避難計画の作成
率 

地域に参加し、自分らしく、
自立した生活ができてい
る。 
 
閉じこもり傾向の人の割合 

介護に取り組む家族の負担
や不安が軽減している。 
 
今後も働きながら介護を問
題なく続けていける主な介
護者の割合 

正しい理解により虐待が早
期に発見され、判断能力が
低下しても尊厳ある自分ら
しい生活を守られている。 
 

成年後見制度を知っている
と答えた人の割合 

権利擁護や

防災・生活支

援の基盤が

整い、高齢者

が災害や環

境の変化に

直面しても

安心して暮

らし続けて

いる。 

 

「権利侵害や
災害時への不
安がなく、地
域で安心して
暮らし続けら
れている」と
回答した人の
割合 

中間 

アウトカム 
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基本目標５：介護給付の適正化に向けた取組の推進 

 

 

 

 

（１）要支援・要介護認定の適正化 

○認定調査を市の直営（原則）により行い、適切な認定調査に努めています。今後も調査員研修

への参加等により調査員の質の向上と認定調査の平準化を図ります。 

○認定審査会委員に対する研修を通じて、認定審査の質の維持と平準化を図り、適切な認定審査

に努めます。 

 

（２）ケアプラン等の点検 

○ケアプランは介護サービス提供の基盤となるものであるため、利用者本位の自立支援につなが

るケアプランの作成を促進します。主任介護支援専門員と連携してケアプランの点検を実施し、

その結果を介護支援専門員と共有することで、ケアマネジメントの質の向上を図り、より適切

なケアプランの作成につなげます。 

○ケアプラン点検については、検証方法として効果的と考えられる、生活援助の訪問回数が多く

占めるものとして届出されたケアプラン、区分支給限度基準額の利用割合が高く、かつ訪問介

護が利用サービスの大部分を占めるものとして届出されたケアプラン、有料老人ホーム及びサ

ービス付き高齢者向け住宅の入居者のケアプランのうち、区分支給限度基準額の利用割合が高

い等の条件に該当するケアプランを優先的に実施します。 

○住宅改修の内容や福祉用具の購入・貸与について、利用者の身体状況等に即したものであるか

をきめ細かく審査し、必要性に疑義がある場合には、介護支援専門員や事業者への聞き取り調

査を行います。また、適正に利用されているかを確認するための現地調査も行います。 

 

（３）医療情報との突合・縦覧点検 

○国保連合会と連携し、同一受給者の複数月の給付費明細書を基に給付状況等を確認します。 

○国保連合会が有している医療給付の情報と介護給付の情報を突合することにより、両制度の給

付が重複していないか点検を行います。 
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基
本
目
標
５ 

介
護
給
付
の
適
正
化
に
向
け
た
取
組
の
推
進 

基本目標５ ロジックモデル 

主要施策 

(１) 

要支援・要

介護認定の

適正化 

(３) 

医療情報と

の突合・縦

覧点検 

(２) 

ケアプラン

等の点検 

アウトプット 

要介護認定の
適正化研修参
加率 

住宅改修等の
調査 

医療情報との
突合点検率 

縦覧点検率 

ケアプランの
点検 

初期 

アウトカム 

公平で精度の高い認定調査
と審査により、利用者の真
の状態に即した適切な要介
護度が決定している。 
 

認定結果に対する不服申し
立ての発生割合 

医療・介護の重複や誤りの
ないデータ点検体制によ
り、不適切な給付請求が防
止されている。 
 
突合・縦覧点検の実施による
疑義請求発見率 

サービス利用希望者の状態
に合った質の高いサービス
提供が行われている。 
 

住宅改修・福祉用具等の利用
者の満足度 

適切な給付

と質の高い

自立支援に

より、制度の

信頼性と持

続可能性が

確立されて

いる。 

 

過誤調整等の
是正件数 

中間 

アウトカム 
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基本目標１～５のまとめ 

基本目標１～５のぞれぞれで施策を展開した結果が、基本理念である「誰もが安心していきいき

と暮らしているまちづくり」につながることを目指し、最終アウトカムを設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本目標１～５のロジックモデル 

基本理念 

「誰もが安

心していき

いきと暮ら

しているま

ちづくり」 

 

要介護認定者
に対する在宅
率 

最終 

アウトカム 

基
本
目
標
１ 

地域包括ケアシステ

ムの深化・推進 

多様な支援とテクノロジーが融合し、誰もが住
み慣れた地域で看取りまで安心して暮らせる状
態になっている。 

中間アウトカム 

基
本
目
標
２ 

介護予防・健康づくり

の充実・推進 

高齢者が地域や専門職とつながり、主体的な介
護予防や自立支援を通じて心身ともに健康に暮
らし続けている。 

基
本
目
標
３ 

認知症対策の推進（認

知症施策推進計画） 

認知症の本人の意思が尊重され、地域の正しい
理解と多層的な支援のもとで安心・自立して暮
らし続けている。 

基
本
目
標
４ 

高齢者が安心して暮

らせるための環境整

備 

権利擁護や防災・生活支援の基盤が整い、高齢者
が災害や環境の変化に直面しても安心して暮ら
し続けている。 

基
本
目
標
５ 

介護給付の適正化に

向けた取組の推進 

適切な給付と質の高い自立支援により、制度の
信頼性と持続可能性が確立されている。 
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第５章 介護保険事業の推進 

１．高齢者数と要支援・要介護認定者数の見込み 

（１）人口推計 

本市の総人口は、今後も減少が続き、年齢３区分別でみると、すべての年齢階層において減少が

見込まれます。 

また、前期高齢者（65～74歳）は令和 17年まで減少し、令和 22年で一旦増加しますが、令和 27

年には再び減少、後期高齢者（75 歳以上）は令和 9 年まで増加し、以降は減少となる見込みです。 
 

【総人口の推移・将来推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【高齢者人口の推移・将来推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：実績値…住民基本台帳（令和 8 年 7 月末現在） 

推計値…住民基本台帳（令和 6 年～令和 8 年）を基にコーホート変化率法を用いて推計 
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（２）要支援・要介護認定者数の推計 

第１号被保険者における要支援・要介護認定者数は、令和 11 年まで増加し、以降は減少となる

見込みです。構成比では要支援者２の割合が多く、将来においてもその割合はほとんど変わらない

ことが見込まれます。 

 

【要支援・要介護認定者数（第 1号被保険者）の推移・将来推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【要支援・要介護認定者（第 1号被保険者）構成比の推移・将来推計】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：見える化システム 

人口推計…住民基本台帳（令和 6 年～令和 8 年）を基にコーホート変化率法を用いて推計 

実績値…介護保険事業状況報告（令和 8 年 5 月） 

認定者数の自然体推計に用いる認定率の伸び…令和 6～8 年度の伸び 
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２．介護保険サービス等の見込み 

（１）介護給付事業 

 

（２）予防給付事業 

 

 

 

３．介護保険サービス給付費の見込み 

（１）介護給付費及び介護予防給付費の見込み 

 

（２）標準給付費の見込み 

 

（３）地域支援事業費の見込み 

 

（４）介護保険施設等の整備 

 

 

 

４．第 10期計画期間における第１号被保険者の介護保険料 

（１）財源構成 

 

（２）所得段階別加入割合補正後被保険者数の見込み 

 

（３）第１号被保険者の保険料基準額の算定 

 

（４）所得段階別第１号被保険者の保険料 
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第６章 計画の推進にあたって 
 

１．計画の推進体制 

（１）庁内の推進体制 

 

（２）地域との協働体制 

 

（３）国及び和歌山県との連携 

 

 

 

２．計画の進行管理 

（１）進捗状況の把握・評価 

 

（２）計画の見直し 

 

 

 

３．計画の周知 
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資料編 

１．海南市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会条例 

 

 

 

２．海南市高齢者福祉計画及び介護保険事業計画策定委員会名簿 

 

 

 

３．計画策定経過 

 

 

 

４．用語解説 

 

 

 

５．介護保険サービスの内容 
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